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■製材事業の起業化

製材事業の将来性など外部環境

企業誘致 県内集約化

どういう製品を造るか

マーケットリサーチ

製材ビジネスモデルのフレーム 製材事業の起業化へ向けて

１

県外資本単独 県外資本＋県内資本
・原木確保に課題
・県内関連事業者への
　波及効果希薄
・県外立地工場と同じく
　資源収奪の印象

〈銘建誘致の方式〉
・誘致企業の技術、販売力
　を活用
・県内素材供給者を加える
　ことで、原木を安定的に
　確保

製材事業者合同 その他事業者合同
〈合併方式〉
・複数事業者の廃業を伴う

〈協同組合方式〉
・販路はすべて新規開拓

製品価格（ｍ３）

収益（ｍ３）

生産コスト（ｍ３）

┃

┃┃

どういう製品を造るか

マーケットリサーチ

製材ビジネスモデルのフレーム

必要人員（人）人件費（/m3）

原材料費（/m3）

光熱水費・その他

（/m3）

製材事業の起業化へ向けて

【課題】

・複数事業者の廃業を伴う
・資本力が極めて脆弱で
　新たな投資は困難

・販路はすべて新規開拓
・操業マネージャーが必要
・製材事業者にとっては
　官製の競合事業者出現

ビジネスモデル 提示

起業化促進

製品価格（ｍ３）

収益（ｍ３）

生産コスト（ｍ３）

┃

┃┃

どういう製品を造るか

マーケットリサーチ

製材ビジネスモデルのフレーム

減価償却費等（/m3）

必要人員（人）

必要な設備

人件費（/m3）

生産規模（m3）

原材料費（/m3）

光熱水費・その他

（/m3）

労働生産性(m3/人・ｙ)

必要工場スペース

m2

製材事業の起業化へ向けて

【課題】
①国の支援策の確保（誘致の場合も同様）
　　・予算逼迫から国の予算は縮小傾向

　　・「補助から融資へ」国の施策方針の転換

②県内事業者の参画・出資
　　・意欲ある事業者の発掘

③消費地への販路開拓
　　・運賃ハンデの克服（品質、サービス、価格）

④全国情勢に通じたマネージャーの確保
　　・多様なチャンネルから情報を把握、分析、即応

ビジネスモデル 提示

起業化促進

製品価格（ｍ３）

収益（ｍ３）

生産コスト（ｍ３）

┃

┃┃

どういう製品を造るか

マーケットリサーチ

製材ビジネスモデルのフレーム

減価償却費等（/m3）

必要人員（人）

必要な設備

人件費（/m3）

生産規模（m3）

原材料費（/m3）

光熱水費・その他

（/m3）

労働生産性(m3/人・ｙ)

必要製品保管スペース

（m2）

必要原木保管スペース

（m2）

必要工場スペース

（m2）

必要用地規模（m2）

製材事業の起業化へ向けて
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■製材工場イメージ

生産品目 スギ・ヒノキ構造材
製紙用チップ

【収支フレーム】 m3あたり円

製品販売価格 39,850 製品生産量 ３０，０００m3
2,592

製造コスト 37,258 原木消費量 ６０，０００m3
原木代金 25,500
人件費 3,534
光熱費等 3,092
減価償却他 5,132 153,985,599 ÷ 5,132 ＝ 30,004 m3/年

収益

２

減価償却他 5,132 153,985,599 ÷ 5,132 ＝ 30,004 m3/年

30,000 ÷ 50% = 60,000 m3/年 従業員数 ３０人
減価償却費 66,848,632

元利償還金 50,634,967 平均年間給与 ３５０万円
用地借料ほか 36,502,000
固定費計 153,985,599

3,534 ×　30,000 ÷　3,500,000 = 30 人

工場敷地面積 ３５,０００m2

工場建屋 5,500 m2
乾燥機/天乾ヤード 6,500 m2

製品保管庫 30,000 ÷ 365 × 10 ÷ 1.5m3 = 550 m2製品保管庫 30,000 ÷ 365 × 10 ÷ 1.5m3 = 550 m2
原木保管ヤード 60,000 ÷ 12 × 2 ÷ 1.0m3 = 10,000 m2

搬送/稼働ヤード 12,000 m2
34,550

設備投資額 １０億円

年間売上額 １２億円

年間収益額 ７．８千万円 30,000 × 39,850 = 1,195,500,000 円年間収益額 ７．８千万円 30,000 × 39,850 = 1,195,500,000 円

所要運転資金 ３億円 30,000 × 2,592 = 77,760,000 円

1,195,500,000 × (3/12) = 298,875,000 円

２



■木質バイオマス利用の推進について
　　（燃焼灰の処理手順の検討）

事業者の意向

事業活動から出てくる燃え殻（灰）は産業廃棄物（廃掃法）

３

※燃え殻(灰）の成分検査（重金属等）を処理単位ごとに実施

※Ｈ２１　　 サンプリング検査（実態把握）
※Ｈ２２～　簡易な検査方法の検討

利用 処分

成分検査

※Ｈ２１～検討 ※Ｈ２１～検討

　（堆肥製造試験）　※Ｈ２２～
※Ｈ２２～ ペレット化等製品製造手法の検討 　　・灰添加による発酵促進効果の検討

生産コストの検討、マーケティング調査 　（堆肥利用試験）　Ｈ２３～
成分分析（肥料成分） 　　・灰添加堆肥を利用した栽培試験
植害試験（植物への影響の確認）

肥料としての利用

肥料成分の検査

製品化

堆肥としての利用

※Ｈ２１　サンプリング検査 中間処理
（ｾﾒﾝﾄ原料化）

埋立処分
（管理型処分場）

その他の利用法

製品化

事業活動から出てくる燃え殻（灰）は産業廃棄物（廃掃法）

植害試験（植物への影響の確認）

※案件ごとに指定が必要

（同種の製品も生産者ごと） 【課題】 【対応】

・灰の成分検査を処理単位ごとに実施する必要があり、手間と費用を要する→簡素化を研究
（燃焼機器、ペレットなど諸条件の違いごとに燃焼灰の成分が異なるため）
・産業廃棄物の処理費用低減化への検討 →まとまりのある処理体制づくり
・再生利用指定への課題整理等が必要（安全の確認） →ＪＡ等実施機関への指導・協力

肥料登録

再生利用指定

肥料登録

再生利用指定

事業活動から出てくる燃え殻（灰）は産業廃棄物（廃掃法）

利用 利用

３


